
 

守口市保育事業補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、本市における待機児童解消の促進や保育の質等の向上を図るため、こうした本市政策方針を踏まえ、こ

れらに取り組む私立認定こども園等が実施する事業に要する費用を補助する守口市保育事業補助金（以下「補助金」という。）

を交付することに関し必要な事項を定めるものとする。 

 （補助の対象となる事業及び経費） 

第２条 補助金は、次に掲げる事業（以下「補助事業」という。）を対象とし、これに要する経費に対して交付するものとす

る。 

 (１) 待機児童受入促進事業 

 (２) 保育人材育成研修参加支援事業 

(３) 保育士確保就職フェア開催支援事業 

 (４) 保育士処遇改善研修事業 

 (５) 保育環境充実事業 

(６) 「３歳の壁」対策事業 

 （補助金の額） 

第３条 補助金の額は、別表のとおりとし、算出された事業ごとに1,000円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるもの

とする。ただし、市長が必要と認めた場合は、この限りでない。 

（交付申請） 

第４条 補助金の交付を申請しようとする者（以下「申請者」という。）は、補助金交付申請書に実施計画書その他別に定め

る書類を添付して市長が別に定める日までに、市長に提出しなければならない。 

（交付決定） 

第５条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、補助金を交付すべきものと決定したときは、補

助金交付決定通知書により申請者に通知するものとする。 



 

２ 市長は、前項の規定による交付の決定をする場合においては、交付の目的を達成するため必要な範囲内で、条件を付する

ことができる。 

（補助金の概算払の請求） 

第６条 市長は、必要と認めるときは、前条第１項の規定により決定した交付額について概算払をすることができる。 

２ 前条第１項の規定による通知を受けた者（以下「補助事業者」という。）が、前項の規定により概算払を受けようとする

ときは、速やかに補助金交付請求書を市長に提出しなければならない。 

（補助金の概算払） 

第７条 市長は、前条第２項の規定による概算払の請求があったときは、当該請求があった日から起算して30日以内に補助金

の概算払をするものとする。 

（変更交付申請） 

第８条 補助金の交付決定後、第４条の規定による申請の内容を変更して変更交付申請を行う場合には、補助事業者は、補助

金変更交付申請書に実施計画書その他別に定める書類を添付して市長が別に定める日までに提出しなければならない。 

２ 市長は、前項に規定する補助金変更交付申請書の提出があったときは、その内容を審査し、承認すべきものと認めたとき

は、補助金変更承認通知書により補助事業者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第９条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、市長に実績報告書を提出しなければならない。 

（額の確定） 

第１０条 市長は、前条に規定する実績報告書の提出があったときは、その内容を審査し、適当と認めたときは、補助金の額

を確定し、補助金確定通知書により補助事業者に通知するものとする。 

（請求） 

第１１条 補助事業者は、前条に規定する補助金確定通知書の送付を受けたときは、市長が別に定める日までに、市長に補助

金交付請求書を提出するものとする（前条の規定により確定した額に対する不足額が生じていない場合を除く。）。 

（交付） 

第１２条 市長は、前条の補助金交付請求書の提出があったときは、当該請求があった日から起算して30日以内に補助金を交



 

付するものとする。 

（返還） 

第１３条 補助事業者は、第７条の規定による概算払によりすでに支払を受けた補助金の額が第10条に規定する確定の額を超

えるときは、その超える額について、市長に返還するものとする。 

（交付決定の取消し） 

第１４条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことが

できる。 

(１) 補助対象者でなくなったとき。 

(２) 不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

 (３) 補助金を交付の目的以外に使用したとき。 

 (４) この要綱に違反したとき。 

 (５) その他市長が適当でないと認めたとき。 

２ 前項の規定は、補助事業について交付すべき補助金の額の確定があった後においても適用があるものとする。 

３ 市長は、第１項に規定する補助金の交付決定の取消しを行ったときは、理由を付して補助事業者に補助金交付決定取消通

知書により通知するものとする。 

（補助金の返還） 

第１５条 市長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、当該取消しに係る補助金を既に補助事業

者に交付しているときは、期限を定めてその返還を命じるものとする。 

（実地調査等） 

第１６条 市長は、補助金の適正かつ円滑な執行を図るため、職員に実地調査を行わせ、又は補助事業者に必要な書類の提出

を求めることができる。 

 （帳簿等の整備及び保管） 

第１７条 補助事業者は、経理の状況を常に明確にし、補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び

支出について証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を10年間保存しなければならない。 



 

（委任） 

第１８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、補助金主管部長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和元年８月13日から施行し、平成31年４月１日から適用する。 

  

   附 則 

 この要綱は、令和３年６月８日から施行し、改正後の守口市保育事業補助金交付要綱の規定は、令和３年４月１日から適用

する。 

 

 

別表（第３条関係） 

補助事業 補助対象者 補助金の額 

待機児童受入促進事業 市内に所在地を有する私立認定こ

ども園及び保育所 

市が定める認可定員（幼稚園型認定こども園及び保育

所型認定こども園にあっては、認定定員）の基準の数

を超えて受け入れている児童の数に月額11,000円を乗

じて得た額 

保育人材育成研修参加支援事業 市内に所在地を有する私立認定こ

ども園、保育所及び地域型保育事

業 

中欄に掲げる施設に勤務する保育教諭等が受講する市

主催の「守口市教育・保育合同研修」について１回の

受講につき２人以上の場合は4,000円とし、１人の場合

は2,000円とする。 

保育士確保就職フェア開催支援

事業 

市内に所在地を有する私立認定こ

ども園及び保育所 

就職フェアに要した実支出額と144,000円を比較して

いずれか低い方の額に２分の１を乗じて得た額 



 

保育士処遇改善研修事業 市内に所在地を有する私立認定こ

ども園、保育所及び地域型保育事

業 

公定価格における「技能・経験を有する保育士等に対

する処遇改善」の要件となるキャリアアップ研修の受

講に要した実支出額と20,000円を比較していずれか低

い方の額 

保育環境充実事業 市内に所在地を有する私立認定こ

ども園及び保育所 

次の各号の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

(１) 保育の受け皿拡大 国及び大阪府の施設整備補

助金の対象とならない小規模な本体工事、実施設

計及び工事監理等に要した実支出額（備品購入等

に要した費用を除く。）と100万円を比較していず

れか低い方の額に２分の１を乗じて得た額 

(２) 保育の質の確保 保育内容の充実に要した実支

出額（備品購入費等に要した費用を含み、人件費

を除く。）と50万円を比較していずれか低い方の

額 

「３歳の壁」対策事業 市内に所在地を有する私立認定こ

ども園及び保育所であって、守口

市家庭的保育事業等の設備及び運

営に関する基準を定める条例（平

成26年守口市条例第17号）第７条

第１項第３号に掲げる事項に係る

連携協力を地域型保育事業と締結

しているもの 

地域型保育事業からの連携枠として受け入れている幼

児（３歳児に限る。）の数に月額13,000円を乗じて得

た額 

 

 


